
簡
素
で
効
率
的
な
政
府
を
実
現
す
る
た
め
の
行
政
改
革
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
四
十
七
号
）（
抄
） 

左
記
平
成
十
八
年
六
月
二
日
公
布
・
施
行 

第
二
章
重
点
分
野
及
び
各
重
点
分
野
に
お
け
る
改
革
の
基
本
方
針
等 

第
四
節 

総
人
件
費
改
革 

（
趣
旨
） 

第
四
十
二
条 
総
人
件
費
改
革
は
、
国
家
公
務
員
及
び
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
、
そ
の
総
数
の
純
減
及
び
給
与
制
度
の
見
直
し 

を
行
う
と
と
も
に
、
独
立
行
政
法
人
、
国
立
大
学
法
人
等
（
国
立
大
学
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
二
号
）
第
二
条 

第
五
項
に
規
定
す
る
国
立
大
学
法
人
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
、
特
殊
法
人
及
び
認
可
法
人
（
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立 

さ
れ
、
か
つ
、
そ
の
設
立
に
関
し
行
政
官
庁
の
認
可
を
要
す
る
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
役
員
及
び
職
員
に
つ
い
て 

も
、
こ
れ
に
準
じ
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
者
に
係
る
人
件
費
の
総
額
の
削
減
を
図
る
こ
と
に
よ
り
行
わ 

れ
る
も
の
と
す
る
。 

 
 
 
 
 
 
 

（
略
） 

 
 
 

 

（
独
立
行
政
法
人
等
に
お
け
る
人
件
費
の
削
減
） 

第
五
十
三
条 

独
立
行
政
法
人
等
（
独
立
行
政
法
人
（
政
令
で
定
め
る
法
人
を
除
く
。
）
及
び
国
立
大
学
法
人
等
を
い
う
。
次 

項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
そ
の
役
員
及
び
職
員
に
係
る
人
件
費
の
総
額
に
つ
い
て
、
平
成
十
八
年
度
以
降
の
五
年
間
で
、 

平
成
十
七
年
度
に
お
け
る
額
か
ら
そ
の
百
分
の
五
に
相
当
す
る
額
以
上
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
、
人
件
費
の
削 

減
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

独
立
行
政
法
人
等
を
所
管
す
る
大
臣
は
、
独
立
行
政
法
人
等
に
よ
る
前
項
の
規
定
に
よ
る
人
件
費
の
削
減
の
取
組
の
状
況 

に
つ
い
て
、
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
国
立
大
学
法
人
等
に
あ
っ
て
は
、
国
立
大
学
法
人
法
）
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、 

的
確
な
把
握
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

資料５－１ 


